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　条約の国内執行の際の効力に関して，国内法，とく
に憲法との抵触が生じた場合，いずれを優先して適用
すべきかの問題は，きわめて困難な理論的作業を必要
とする。本研究では，まず一般的に国内法としての議
会法および憲法と条約との法的関係を検討し，そこか
ら引きだされる違憲性条約の国内法的効力について研
究することとした。したがって本年度は，その第一段
階として条約が国内的に執行される際の議会法との抵
触問題を取扱うことVCし，比較法的なすすめ方として
主として米国での議会法と条約との関係について考察
してきた。以下これを要約すると次の通りである。
　アメリカにおいて，条約と議会法との関係では，国
内法の原則としての「後法優位の原則」が適用される
という主張がある。これは議会法の同位性を基盤にし
て「後法は前法を廃止する（leges　Posteriores　Priores
abrogant）」という法諺を内容とするものであるが，
条約と議会法との関係をも，この法諺を適用するとす
れば，条約と議会法とは同位にあることになる。しか
し，条約と議会法とは，その成立手続及び当事者を異
にしているため，この原則の適用は問題をかなり複雑
化しているQ
　まず議会法優位の立場からは，法律が条約以前に成
立している場合，法律はより民主的な議会の手によっ
て成立するにもかかわらず条約は上院と政府と，そし
て国民とは全く関係のない外国とによってつくられる
のであるから，法律を優先して適用すべきであるとす
る。この論理はアメリカの特殊な条約締結手続に基く
もので，必ずしも一般的ではない。議会法が条約より
後に制定された場合は，これは当然に「後法優位の原
則」を適用すべきであるとする。
　一方，条約優位の立場からは，条約が法律以前に締
結されている場合，条約は，国際法における「契約は
守らなければならない（pacta　sunt　servanda）」とい
う原則により後の法律によって適用を拒否されること
にはならないと主張し，条約が後に締結された場合に
は，法律優位論と同様に，契約遵守の原則とともに
「事後法優位の原則」を採用して条約が議会法に優位
して適用されるべきことを主張するのである。
　これらの見解の検討の結果，アメリカにおける，条
約と法律との国内法上の効力関係の論議は，結論的に
いって両者のいずれが先行するとしても，どちらが優
位して適用されるか明確な解決をみていないといって
よいだろう。法律優位論からすれば，条約締結の過程
で下院が参加していないことによって，条約よりも法
律の方が，国内における立法部の民主的統制に強く支
酉己されることに比重をかけている。一方，条約優位論
は，条約締結の際の当事者である外国の立場を重視す
る。この二つの基本的な態度の対立によって，「後法
優位の原則」は，両者のいずれかが後法になったとき
に，単にその立場から便宜的に利用されるだけで，こ
の原則によっては，条約と法律との関係は，なんら解
決されるものとはなっていないQ
　これらの理論的見解の対立は，アメリカ最高裁判所
の判決の中にもよくあらわれており，そのいずれを採
用するかの態度は判例ではあきらかにされていない。
むしろ，Taylor　v．　Morton事件やCh至nese　Exclusive
Casesなどにみられるように，条約と議会法の抵触は
議会がこれを判断すべき問題であるとする議会主権の
見解をとる。これは，結局は条約の解釈適用は，政治
問題（political　question）であるとして，司法審査の
権限外におこうとする政治的妥協として考えられたも
のであり，そしてこの傾向は，条約が国内法的性質を
有していることを認めながらも，その審査の効果が国
内にとどまらず，国際的に大きく影響することからで
た配慮によって，結局は裁判所が確定的な結論をさけ
たこととなったのである。
　このような状況のもとで，アメリカでは，条約と議
会法とは，できるだけ相互に抵触しないよう解釈運用
することが最も妥当な方法であるという見解が支配的
である。
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　以上，アメリカにおける条約と議会法との抵触につ
いての問題に関する研究の概略であるが，しかしこれ
は一般的に条約と議会法との関係についての理論構成
を決定づけるものとはならない。それはまず第一に，
条約が，国内執行において，果して議会法と同位関係
にあるかどうかということである。この問題は条約と
憲法との関係を検討する際にある程度明らかにされる
ところであるが，結論としては，少くとも条約は議会
法との関係において，議会法の上位法として国内的に
適用されるものであるといわなければならない。した
がって，条約と議会法との抵触が生じた場合，「後法
優位の原則」の適用はありえないことになる。この点
については，次年度において，憲法と条約との関係の
検討の際解明することにする。
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